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株式会社パートナーエージェント 

(証券コード：東証マザーズ6181) 

成婚率にこだわる婚活支援サービスを展開する株式会社パートナーエージェント(本社：東京都品川区、代表取締役社
長：佐藤茂、証券コード：東証マザーズ6181、URL：http://www.p-a.jp/、以下パートナーエージェント)は、婚活支援サー
ビスが高まる一方で、「サービスの実態が見えにくい」などのユーザーからのご意見に対し、「もっとクリアに。もっとオー
プンに。」をコミュニケーションテーマとして、2016年7月1日(金)よりメインクリエイティブをリニューアルしました。 

■婚活支援サービスを、「もっとクリアに。もっとオープンに。」 
パートナーエージェントはこれまで、“結婚できない人をゼロに”という企業スローガンに基づき、交際率や成婚率など
「隠された数字」を公表する “真摯な”コミュニケーションを展開してまいりました。 

そのオープンな姿勢は、自分たちのサービスに自信があるからこそできたコミュニケーションです。しかし、婚活支援
サービスを利用する、又はこれから利用したいと検討しているお客様にとっては、婚活支援サービスは、未だ不透明な
部分があり、もっと知りたい。もっと見たいことが、沢山あるはずであると私たちは考えました。 
 
今回のWEBコンテンツでは、4名の架空のお客様の婚活を通して、弊社サービスフローを体験していただくことができま

す。「どんな人がいるんだろう。」「入会したらどのように活動は進むんだろう。」「そもそも、どんな会社なんだろうか。」等、
今まで見えなかったことを見えるようにし、お客様へお伝えしていきます。いろいろな不透明をクリアにすることで、結婚
したいのにどのように活動していいのか分からなかったというお客様の背中を押すきっかけになると思っております。今
後もパートナーエージェントは、「もっとクリアに。もっとオープンに。」をテーマに、今まで以上にお客様の成婚にこだわ
り、より一層お客様に信頼いただけるサービスの提供に努めてまいります。 

婚活支援サービスを「もっとクリアに。もっとオープンに。」 
今まで見えづらかった活動を、見える化へ 

 
～2016年7月広告をリニューアル＆新ＷＥＢコンテンツをオープン～ 

スペシャルコンテンツ：http://www.p-a.jp/zero/konkatsu/  
＃ＰＡで婚活はじめてみた 
 
※4名の架空のお客様の活動フローをご覧いただけます。 



～代表メッセージ～ 
現代は、結婚しにくい時代と言われています。 
仲人やお見合いなどの社会的な出会いの場が減少し、結婚をしたくても 
機会に恵まれない多くの独身者がいます。 
当社は、もっと信頼できる結婚情報サービスを目指して設立されました。 
従来の結婚相談のサービスを見直し、結婚を望む顧客へ高い成果を提供することで 
多くのお客様の支持を頂いてきました。 
これからも、1年以内の結婚を支援するエージェントとして 
未婚・晩婚を解決する社会の実現へ貢献して参ります。 

 1．結婚相手の紹介、相談 
 2．交際、結婚に関する調査研究 
 3．イベント、旅行の企画・運営 
 4．生命保険、損害保険代理店 
 5．挙式、披露宴の企画・斡旋 
 6．カウンセリング、各種セミナー運営 
 7．会員誌、その他出版 
 8．Webサイト、Webコミュニティの企画・運営 
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＜本件に関する報道関係者からのお問合せ先＞  
株式会社パートナーエージェント  広報担当：野沢 

TEL：03-6388-9831(部署直通) FAX：03-5759-2701 
 Mobile:080- 4575-7766(担当者直通) 

【転載・引用に関する注意事項】 

本アンケートの著作権は、株式会社パートナーエージェントが保有します。調査レポートの内容の一部を転載・引用され
る場合には、事前に弊社までご連絡ください。 
※本リリースの引用・転載時には、必ず当社クレジットを明記いただけますようお願い申し上げます。 


